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資料１
パブリックコメント実施結果

意見募集期間：平成24年11月15日から平成24年12月14日まで
意見提出数：13件・５人

№

第４次小金井市男女共同参画行動計画（素案）に対する意見及び検討結果について第４次小金井市男女共同参画行動計画（素案）に対する意見及び検討結果について第４次小金井市男女共同参画行動計画（素案）に対する意見及び検討結果について第４次小金井市男女共同参画行動計画（素案）に対する意見及び検討結果について

項目（施策） 意見 意見に対する検討結果

基本理念 　基本理念「人権尊重とワーク・ライフ・バラン
スを軸とする男女共同参画の実現をめざして」の
説明が簡単すぎる。なぜ、男女共同参画社会が必
要か、そのために、人権尊重とワーク・ライフ・
バランスが軸となるのか強い理念が感じられな
い。人間として生きていく上で、どうしても男女
共同参画社会が必要という強いインパクト・主張
をしてほしい。

　男女共同参画の必要性等については、p.2計画策定の趣
旨や近年の動向の中でお示ししております。
　しかし、ご意見を踏まえ、p10基本理念のページの４行
目後半より、以下のように加筆致します。

「第３次行動計画では、「人として平等な社会をめざして
男女共同参画の推進を」を掲げ、さまざまな取組を進めて
きました。しかし、計画を推進する過程で、今後の課題と
して、特に以下の二つがあらためて求められていることが
明らかになっています。
　一つ目は「人権尊重」です。ＤＶのない社会の実現、さ
らには、女性・男性・子ども・高齢者・障がい者・外国
人、その他あらゆる人々が人として尊重され、共生し合う
社会の実現が、男女共同参画社会の実現の基本となるから
です。
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です。
　二つ目は「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン
ス）」です。今後持続可能な社会を築いていくためには、
固定的な性別役割分担意識の解消を図ることに加え、女性
が就業することにより、仕事や家事・育児・介護の二重負
担を強いられることがないようにし、だれもが健康かつ自
らの希望するバランスで、地域活動等にも参画するなど、
互いの能力が発揮できる環境をつくる必要があるからで
す。

　個人も、家庭も、地域社会も、この「人権尊重」と
「ワーク・ライフ・バランス」に留意しながら、その実現
を支える啓発・支援・環境整備等の仕組みを発展させ、新
しいライフスタイルを創っていくことを通し、意識と実態
が伴った男女共同参画社会を形成していくことが必要で
す。
　これらの点を踏まえて、本計画の基本理念を「人権尊重
とワーク・ライフ・バランスを軸とする　男女共同参画社
会の実現をめざして」と定めます。」
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男女共同参画に関わる動向／
基本目標Ⅰ
互いに認めあい、男女平等意
識を備えたひとを育む
（人権尊重・男女平等意識の
普及・浸透）

　「かたらい」は市民編集委員の高い志と努力に
よって、ジェンダー視点による情報を市民に発信
しており、国立女性教育会館や東京ウイメンズプ
ラザに所蔵されている。市図書館ラック等に置い
てあるが、市民に行き届く前になくなってしまっ
ている。素案に「かたらい」の発行とのみある
が、発行部数増と学校等教育機関図書室への配架
を加えることをご検討いただきたい。

　「かたらい」については、市公共施設、市立図書館、
小・中学校への配架をすでに行うとともに、ホームページ
でも公表しており、市民の誰もがお読みいただける環境が
整っています。
　今後もより多くの市民の方に読んでいただけるよう、有
効かつ十分な配架に努め、男女平等意識の普及が図れるよ
う、周知に取り組んでいくものです。そのため、p19
（１）に含まれる主要事業「情報誌『かたらい』の発行」
を「情報誌『かたらい』の発行・周知」にあらためます。

男女共同参画に関わる動向／
基本目標Ⅰ
互いに認めあい、男女平等意
識を備えたひとを育む
（人権尊重・男女平等意識の
普及・浸透）

　p.9に「こがねいパレット」の歴史をたどり、
男女共同参画を地域に浸透させる役割を担う事業
だと記している。2011年・2012年度の企画はアプ
ローチに工夫があったものの、趣旨を参加者へ伝
える目的意識が弱いのではと感じた。市の唯一の
男女共同参画事業なので、実行委員が事前に男女
共同参画を学ぶ場を設ける時期かと危惧した。市
民協働の見地から、事前研修を提案することは難
しいと思うが、「こがねいパレット」の趣旨・目
的を地道に伝え続ける方策をご検討いただきた
い。

　ご指摘いただいたとおり、「こがねいパレット」は男女
共同参画を地域に普及・浸透させるための市民参加による
事業の一つであり、地道な活動が必要なものであると認識
しております。
　いただいたご意見を踏まえ、「こがねいパレット」をは
じめ、今後もたゆまぬ啓発活動が図れるよう、p19（１）
の文章を以下のとおり加筆致します。
　
「市民一人ひとりの人権・男女平等意識の浸透と定着を図
るため、さまざまな手法や媒体を活用した広報・啓発活動
を行うとともに、講演会等を開催し、人権・男女平等の趣
旨・目的を地道に伝え続ける方策を検討することで、その
内容の充実に努めます。」
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基本目標Ⅰ
互いに認めあい、男女平等意
識を備えたひとを育む
（男女共同参画を推進する教
育・学習の推進）

　隠された女性差別に気づかない大人たち（男も
女も）はもう放っておいて、子ども達の「男女共
同参画意識」を育てることが優先だと思う。小金
井市内の小・中学校ではきちんとカリキュラムの
中で生徒達に考えさせ話し合う授業を位置付けて
欲しい。
　家庭教育も必要だが、子供をきちんと教育でき
る親を育てるためにも、社会教育としての男女共
同参画のための啓発事業は続ける必要があると考
える。小金井市が市の施策としてやるべきことと
考える。市民の知恵をもらう事と市民へ丸投げす
るのとは意味が違う。啓発事業は、人が多く参加
したかどうかではなく参加した人がどう変わった
かで判断されるべきことであるため、啓発事業は
継続し、常にあることが必要と考える。

　学校教育における男女平等教育については、p.23教育の
場における男女平等教育の推進における「幼少期や学校教
育における男女平等教育・学習の推進」において位置づけ
ております。
　また、大人のための男女平等・男女共同参画に関する啓
発や学びについては、男女共同参画シンポジウムの開催の
ほか、p.23生涯を通じた男女平等推進教育における「地
域・社会における教育・学習の推進」において、本計画で
も位置づけています。
　しかし、いただいたご意見を踏まえ、p23（２）の文章
に以下のとおり加筆致します。

「だれもが、生涯にわたり男女共同参画に対する理解を深
め、家庭や地域において、男女平等意識に基づいた行動が
実践できるよう、多様な学習機会の提供に努めるととも
に、庁内の情報共有や連携を図ることで、市民の活動支援
に努めます。」

内容の充実に努めます。」
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基本目標Ⅱ
ワーク･ライフ･バランスの実
現した暮らしをめざす
（働く場における男女平等の
推進、女性の就労に関する支
援、各家庭の状況等に応じた
支援）

　ワーク・ライフ・バランスの実現を目指すこと
が取り上げられているが、日本の女性の貧困率が
高く、なかでも男性と比較して女性のワーキング
プアの比率が高いことへの言及が欠落している。
いずれの研究においても、男性と比較して若年層
から中高年層に至る広い範囲の年齢層の女性たち
が、貧困に陥っていることが明らかにされてい
る。こうした傾向は日本においてみられるもので
あり、先進諸国では見られない現象である。こう
した問題意識も基本行動計画の視点として盛り込
まないと目標のリアリティに欠けると思う。

　ワーク・ライフ・バランスを実現する上で、男女とも自
分らしく働き続けられる環境づくりは重要であり、ご指摘
いただいたとおり、就労の面で課題に直面しやすい女性へ
の支援は必要であると考えます。
　本計画では、p.27働く場における男女平等の推進や、
p.28女性の就労に関する支援、p.31各家庭の状況等に応じ
た支援において対応しています。
　一方、昨今の社会経済情勢からは、男性の雇用機会や待
遇等の確保も課題となっています。そのため、ご意見を踏
まえ、p25の3行目中盤以降を次のとおり変更するととも
に、10行目以降の段落の文章に以下のとおり加筆致しま
す。

3行め中盤：
　市民一人ひとりが多様な生き方を選択でき、家族や地域
社会の一員として責任を分かちあいながら積極的に活動し
ていくためには、ワーク・ライフ・バランスの考え方に基
づいた暮らしを実現することが必要であり、自立した個人
として自分の人生に満足感・安心感を得て、充実した生活
を送ることができるような環境づくりへの取組が必要で
す。
　日本では、依然として就業形態などの違いを背景とした
男女間の平均賃金に格差がみられることに加え、女性のみ
ならず男性においても非正規労働者が増加し、とりわけ若
い層においては男女ともに低収入化が進行しており、その
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い層においては男女ともに低収入化が進行しており、その
結果、非婚化や少子化の傾向が進み、生活や将来の不安を
抱えて生きる人々が増加しています。各種支援の充実によ
り、市民の不安が解消され、ワーク・ライフ・バランスを
実現しやすい地域社会づくりが重要となっています。

10行目以降：
　「男女雇用機会均等法」や「育児・介護休業法」など、
男女が互いに協力して働き続けるための法制度上の環境は
整いつつあるものの、身近な就業環境において、性別や年
齢にかかわらず、雇用機会や待遇等が確保され、個人の意
欲等を重視し、だれもが働きやすく自らの能力の向上や活
躍を目指すことができるよう支援していくことが必要で
す。
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基本目標Ⅱ
ワーク･ライフ･バランスの実
現した暮らしをめざす
（家庭生活との両立支援）

　ワーク・ライフ・バランスの推進に大きな障害
となる子育てと介護への支援体制の整備が具体的
に何も語られていない。保育所や学童保育の充
実、高齢者、障害者サービスの充実への具体的目
標、方法、提言がほしい。

　ワーク・ライフ・バランスを実現する上で、子育てや介
護に対する支援は重要であると認識しており、さまざまな
取り組みを本計画の中でも位置づけています。
　ワーク・ライフ・バランスを軸とする男女共同参画の実
現に向け、各部署との連携を図りながら、取り組む計画と
なっています。
　本計画は、男女共同参画を実現するための方向性を示し
た計画であり、具体的かつ個別の事業の目標については、
各部署が所管する個別計画の中で示すものとして作成して
います。
　しかし、その点をより明確に示すために、p3計画の性格
の１項目目に以下の文書を追記致します。

「なお、具体的かつ個別の事業の目標については、各分野
の計画の中で示すものとして作成しています。」

基本目標Ⅱ
ワーク･ライフ･バランスの実
現した暮らしをめざす
（家庭生活との両立支援）

　ワーク・ライフ・バランスに重点を持ってきた
のは、少子高齢化といわれる社会で「ここを変え
なければ」という思いが伝わってくるのでいいと
思う。
　そこで、子育て支援の充実の具体的なこととし
て、市ができることは何かをもっとはっきりと示
して欲しい。例えばp.31「保育所の待機児童解消
施策の充実」は、現在待機児が何名いて、いつま

　本計画は、男女共同参画を実現するための方向性を示し
た計画であり、子育て支援にかかる個別の具体的施策・事
業については、「のびゆくこどもプラン　小金井（小金井
市次世代育成支援後期行動計画）」における、Ⅳ計画の展
開、２　子育て家庭を支えます（p47～）の中で示してい
ます。
　また、保育所の待機児童については、保育課で配布して
いる「待機児童解消方針」で待機児童の状況や解消に向け
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基本目標Ⅱ
ワーク･ライフ･バランスの実
現した暮らしをめざす
（生涯を通じた男女の心身の
健康支援）

　P37若い世代への啓発・教育の推進に入れるの
がいいのかわからないが、性教育の実施をきちん
と書いて欲しい。
　性に関しては、興味本位の情報が氾濫している
のに、正しい情報や考え方、女性の人権に関わる
ことなどが、きちんと伝えられていないと感じて
いる。小中学生への性教育、思春期の女性への教
育（自分を大事にし、嫌と言えることの大切さな
どを教える等）。

　小中学生への性教育については、p.34性差や年代に応じ
た健康づくりにおける「健康と性に関する学習・啓発の充
実」の施策の中で「性的な発達への適応などの健康安全教
育」で位置づけています。
　また、思春期女性への教育については、同施策の方向性
の中の「思春期保健対策・健康教育」で位置づけていま
す。
　しかし、その点をより明確に示すために、p34（２）の
文章を以下のとおりあらためます。

「生涯にわたってだれもがいきいきと充実した生活が送れ
るよう、健康に関する学習や性教育の機会提供及び周知・
啓発を行うとともに、個人の年代や状況等に応じた健康増
進事業を実施することで、心身の健康づくりを支えま
す。」

施策の充実」は、現在待機児が何名いて、いつま
でにその状況を解消するのかを示し、４年後まで
に保育所を何か所増やすのかといったことです。

いる「待機児童解消方針」で待機児童の状況や解消に向け
た具体的な方策について、示しています。
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基本目標Ⅳ
男女共同参画を総合的に推進
する仕組みをつくる
（庁内の推進体制の充実・強
化）

　小金井市の行政全体、男女共同参画室も含め
「男女共同参画意識」の希薄さを感じる。まず行
政職員の方々の教育が必要ではないか。

　行政職員の教育については、p.46庁内の男女平等の推進
における「市職員や教職員の男女平等に向けた環境整備」
の中の「職員研修の充実」として位置づけております。
　今後も、行政全体の意識の向上に取り組むことを記した
ものです。
　いただいたご意見を踏まえ、p46（２）の文章に以下の
とおり加筆致します。

「本計画を総合的かつ計画的に推進し、実効性のあるもの
とするため、企画政策課男女共同参画室が軸となって、庁
内の推進体制を整備します。また、国や都、他自治体との
連携や情報共有に努め、地域と行政が一体となって男女共
同参画を推進するための仕組みづくりを進めます。」

基本目標Ⅳ
男女共同参画を総合的に推進
する仕組みをつくる
（政策・方針決定過程への男
女の参画）

　p.43防災・防犯分野における男女共同参画は、
東日本大震災で見えた女性問題の視点を踏まえた
項目であると思うが、震災によって見えた問題は
何なのかを検証し、どのような施策が必要なのか
を明確にし、必要な対策を講じるなど、もう少し
具体的に記述しないと進まないと思われる。

　本計画は、男女共同参画を実現するための方向性を示し
た計画であり、防災分野の具体的かつ個別の事業の目標に
ついては、「地域防災計画」で示しています。
　東日本大震災を踏まえた女性に関する視点については、
平成24年５月に作成した「避難所運営マニュアル」にすで
に反映しています。
　防災の部門においても、企画立案に女性の視点を入れて
いくことが大切です。市では、今後、地域防災計画の修正
を予定しておりますので、引き続き、防災分野における男
女共同参画を図ることを記したものです。

5

同参画を推進するための仕組みづくりを進めます。」
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基本目標Ⅳ
男女共同参画を総合的に推進
する仕組みをつくる
（庁内の推進体制の充実・強
化）

　計画に具体性が欠ける気がする。行動計画なの
でもう少し具体的に実施する内容を示して欲し
かった。「婦人行動計画」策定から20数年が経ち
ますが、何が解決して、何が解決していないのか
を明確にし、これからの４年間は、最低でもここ
は進んだといえる事柄を示して、計画の実施担当
課と話し合える素地をはっきりさせたい。各論の
「充実」とか「推進」という言い方ではなく、重
点としている○印なり、★印のところは特に、年
次計画を示し4年後に評価できるようにしてほし
い。評価をどのようにするのかが不明ですが、評
価の観点を示し、毎年その結果を市民に公開して
欲しいと思う。

　これまでの取組については、p7～8ですでにお示しして
いますが、よりわかりやすくお伝えできるよう、p6中段を
以下のとおりあらためます。

「その後、男女共同参画に対する市民の気運が高まる中、
市の姿勢と取組を広くアピールするため、平成８年（1996
年）に「男女平等都市宣言」を他の自治体に先駆けて行う
とともに、男女共同参画の推進に関する施策をより一層推
進し、男女平等社会の実現を目指すため、平成15年（2003
年）に「第３次行動計画　個性が輝く小金井男女平等プラ
ン」を策定しました。同年「小金井市男女平等基本条例」
を制定し、男女平等推進審議会を設置するともに、翌年に
は苦情処理窓口や苦情処理委員を設置するなど、制度の仕
組みを整えてきました。平成22年（2010年）には、「小金
井市配偶者暴力対策基本計画」を策定し、さらなる制度の
充実が図られています。また、市民や市民団体の参画によ
る男女共同参画を推進するため、「こがねいパレット」の
開催、情報誌「かたらい」の発刊を継続して行うなどの施
策を進めてきました。今後より一層の施策の推進のため、
平成25年（2013年）の第５期小金井市男女平等推進審議会
（井上惠美子会長）からの答申を踏まえ、本計画を策定し
ています。」

　また、計画の実施状況については、条例で定められてい

6

　また、計画の実施状況については、条例で定められてい
るとおり、毎年度公表しております。
　本計画の評価については、p.46計画の推進体制の強化
「定期的な調査を通じた計画の進捗管理及び評価の仕組み
づくり」として位置づけています。
　今後、評価の仕組みづくりに取り組み、計画の推進が図
られるよう、体制づくりに努めることを記したものです
が、よりわかりやすくお伝えできるよう、p46（２）の文
章に以下のとおり加筆致します。

「本計画を総合的かつ計画的に推進し、実効性のあるもの
とするため、事業を検証、評価する仕組みをつくり、企画
政策課男女共同参画室が軸となって、庁内の推進体制を整
備します。また、国や都、他自治体との連携や情報共有に
努め、地域と行政が一体となって男女共同参画を推進する
ための仕組みづくりを進めます。」

6



12

13

その他 　p.9に市民参加推進事例として、市民グループ
が編纂発行した小金井市初の女性史は市の貴重な
財産と記している。現在、市は新たに小金井市史
編纂の準備中で、女性市民が関わっているもの
の、編纂発行責任者ではない。ちなみに、図書館
２階資料室にある小金井市史は昭和２１年４月１
０日の女性初の選挙権行使に触れておらず、選挙
管理委員会事務局にある町会議録にこの歴史的事
実の記録はない。第４次行動計画に、女性が正し
く歴史に刻まれジェンダー視点に立った小金井市
史編纂発行を明記することを切望する。

　市史編纂は、小金井市の市の成り立ちや行政の政策の歴
史を記すものです。
　いただいたご意見を踏まえ、市史編纂の部門と連携しな
がら、正しく市の男女平等・男女共同参画に関する施策の
歴史が伝えられるよう、p19（１）の１に「女性史の視点
を取り入れた市史編纂・発行」（生涯学習課）の主要事業
を追加致します。

その他 　素案のすばらしい言葉が現実になるにはどうし
たらよいのか正直わからない。でも、しつこく継
続して考え続け、行動するしかないでしょう。一
人一人が自分が今どこら辺まで「男女共同参画」
を理解できているのかチェックできるフォーマッ
トでもできると日常的に気軽に話し合うきっかけ
になったりして、面白いかもしれない。

　本計画においては、p.19人権・男女平等の意識改革の推
進の「人権・男女平等に関する広報・啓発活動の推進」に
おける「人権・男女平等に関する各種啓発資料の作成・活
用」を位置づけております。
　いただいたご意見を参考にさせていただき、今後も事業
の推進を図っていくことを示しています。
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資料２ 

（写） 

平成２５年３月７日 

小金井市長 稲葉 孝彦 様 

 

小金井市男女平等推進審議会 

                          会長 井上 惠美子 

 

 

第４次男女共同参画行動計画（案）について（答申） 

 

 平成２４年１月２３日付け小企企発第１４７号で諮問のあった（仮称）第４

次男女共同参画行動計画（案）について、別紙のとおり答申します。 

 貴職におかれましては、より一層、男女共同参画を推進するため、本答申を

尊重し、小金井市男女平等基本条例第１０条に規定する行動計画を策定される

よう希望します。 

 

記 

 

１ 計画案 

 別紙「小金井市第４次男女共同参画行動計画（案）」のとおり 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

小金井市 

第４次男女共同参画行動計画 
 

（案） 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年３月 

小金井市男女平等推進審議会 
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 第１章 計画の策定にあたって 
 

第１節 計画策定の趣旨 

平成 11 年（1999 年）６月に「男女共同参画社会基本法」が公布・施行され、男女共同

参画社会の実現が、21 世紀の我が国における最重要課題の一つとして位置づけられる中で、

法制度の整備などさまざまな取組が行われてきているものの、少子高齢化や人口減少社会の

進行、人々の生活スタイルや価値観の多様化、地域社会の変化、社会経済情勢のグローバル

化などを背景に、その意義についてあらためて確認・認識することが求められています。 

男女共同参画社会とは、日本国憲法の男女平等の理念に基づき、すべての個人が自らの個

性と能力を十分に発揮しながら、互いの人権を尊重し、自分らしく生きられる社会を指し、

より豊かで活力ある社会を築くために必要不可欠なものです。 

小金井市（以下「本市」という。）では、そうした社会の実現に向けた動きが「男女共同参

画社会基本法」の制定以前から生まれており、国内外の動向と連動しながら、小さな草の根

的活動を端に、平成８年（1996 年）の「男女平等都市宣言」や平成 15 年（2003 年）の

「小金井市男女平等基本条例」の制定など、男女が対等な立場で活躍できる場を広げてきま

した。一方で、依然として残る性別で役割を決めてしまう考え方（性別役割分担意識）の改

善や男女間のさまざまな暴力の防止をはじめ、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン

ス）※1の推進など、市民、団体、事業所、行政がそれぞれの役割を果たしながら、協働して

まちづくりに取り組まなければならない課題が生じてきています。 

こうした流れを踏まえ、男女共同参画を取り巻く社会情勢やさまざまな問題に対応すると

ともに、本市がこれまで取り組んできた施策を引き継ぎ、さらに推進・発展させるための指

針として、「小金井市第４次男女共同参画行動計画」（以下「本計画」という。）を策定するも

のです。 

 

 

 

 

 

 

                                         
※1 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス） 

 仕事と生活の調和が実現した社会とは、「国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任

を果たすとともに、家庭や地域社会などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な

生き方が選択・実現できる社会」（ワーク・ライフ・バランス憲章）です。「仕事の充実」と「仕事以外の生活の

充実」の好循環をもたらし、多様性に富んだ活力ある社会を創出することが、男女共同参画社会の実現につなが

るものとして期待されています。 
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第２節 計画の位置づけ 

✦本計画は、「小金井市男女平等基本条例」第 10 条第１項に基づく、「男女共同参画施策を

総合的かつ計画的に推進するための行動計画」です。 

✦「第４次基本構想・前期基本計画（小金井しあわせプラン）」における施策の大綱の一つ「豊

かな人間性と次世代の夢を育むまち（文化と教育）」の個別計画として策定します。 

 

 

第３節 計画の性格 

✦本計画は、本市におけるこれまでの取組を引き継ぎ、発展させ、あらゆる分野で男女共同

参画を推進していくための計画として、本市が行う施策の基本的な方向や具体的な内容を

体系化し明らかにしたものです。なお、具体的かつ個別の事業の目標については、各分野

の計画の中で示すものとして作成しています。 

✦本計画は、「男女共同参画社会基本法」第 14 条第３項に規定する「市町村男女共同参画計

画」とします。 

✦本計画の基本目標Ⅲの１～３は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法

律」第２条の３第３項に基づく「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策

の実施に関する基本的な計画（市町村基本計画）」とし、平成 22 年（2010 年）に策定し

た「小金井市配偶者暴力対策基本計画」を引き継ぐものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女平等社会とは、すべての市民が個人として対等に尊重され、自らの意思に

よる個性と能力を発揮する機会が確保されることにより、男女が均等に利益を享

受し、かつ、責任を分かち合う社会です。（小金井市男女平等基本条例第２条） 

豊かで活力と優しさにあふれた男女平等社会の実現のためには、男女が対等な

立場で問題解決に向けて協力し合う「男女共同参画」が必要であり、市、市民、

事業などがそれぞれの責務を果たしながら、男女共同参画を推進することが求め

られています。 

男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会の

あらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女

が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することが

でき、かつ、共に責任を担うべき社会 

男女共同参画社会 

基本法      

第２条      
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第４節 計画の期間 

本計画は平成 25 年度から平成 28 年度までの４年間の計画です。ただし、国内外の社会

情勢の変化や法制度等の改正等により、必要に応じて計画の見直しを行うものとします。 
 
23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

          

          

          

          

          

          

 

 

第５節 男女共同参画に関わる動向 

（１）世界・国の動き 

我が国における男女共同参画社会の形成への取組は、日本国憲法に男女平等の理念が掲げ

られて以来、戦後の国際社会における取組と連動し、女性団体を中心とする国民運動に支え

られながら進められてきました。 

国際社会では、昭和 50 年（1975 年）を「国際婦人年」とし、女性の地位向上のための

施策の指針となる「世界行動計画」が採択されたことを契機に、各国での取組が急速に進み

ました。また、昭和 54 年（1979 年）には、国連において「女子に対するあらゆる形態の

差別の撤廃に関する条約（女子差別撤廃条約）」が採択され、同条約の中で「女子に対する差

別」が定義されました。 

さらに、平成７年（1995年）の第４回世界女性会議においては各国及び国際社会がとる

べき12の問題領域を設定し、女性の地位向上とエンパワーメント※2を前提に、「北京宣言及

び行動綱領」が採択され、５年後の平成12年（2000年）に開催された国連特別総会「女性

2000年会議」で、女性への暴力に対処する法律の整備などを盛り込んだ「北京宣言と行動

綱領実施のための更なる行動とイニシアティブ（成果文書）」が採択されるなど、男女平等を

進める国際的な規範が確立されてきました。 

 

                                         
※2 エンパワーメント 

 経済力や方針決定力、自己決定力などの力を身につけるという意味です。男女共同参画においては、経済力や

方針決定力が男性に集中している社会システムから、女性も男性と対等の力を持つシステムに変革することが、

女性の地位向上につながるという考え方です。 

第第第第４４４４次男女共同参画行動計画次男女共同参画行動計画次男女共同参画行動計画次男女共同参画行動計画    
第３次行動計画 

第４次小金井市基本構想 

前期基本計画 後期基本計画 

【国】第３次男女共同参画基本計画 

配偶者暴力対策基本計画 

【都】男女平等参画のための東京都行動計画 
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こうした国際的な動きの中で、我が国においても、男女共同参画社会の実現に向けた取組

が進められました。昭和 52 年（1977 年）の「国内行動計画」の策定、昭和 60 年（1985

年）の「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等女性労働者の福祉の増進に

関する法律（男女雇用機会均等法）」の成立と「女子差別撤廃条約」の批准に続き、平成３年

（1991 年）の「育児休業等に関する法律（育児休業法）」の制定を経て、平成 11 年（1999

年）に「男女共同参画社会基本法」が成立し、地方公共団体に男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策の策定及び実施の責務を課すなど、男女共同参画社会の実現が 21 世紀の我

が国社会を決定する最重要課題と位置づけられました。その後、男女共同参画会議の設置な

ど国内本部機構の強化が図られたほか、２次にわたる男女共同参画基本計画に基づく取組を

発展させ、さらに実効性のある計画として平成 22 年（2010 年）に「第３次男女共同参画

基本計画」が策定されています。 

しかし、平成 21 年（2009 年）の女子差別撤廃委員会の最終見解では、日本の取組が不

十分であるとして多くの課題が指摘され、日本の文化や社会状況等にも配慮しつつ、さらな

る推進の必要性が高まっています。 

法制度等の整備の面では、平成 19 年（2007 年）に「雇用の分野における男女の均等な

機会及び待遇の確保等に関する法律（改正男女雇用機会均等法）」、「配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する法律（ＤＶ防止法）」が改正され、さらに平成７年（1995 年）に

育児休業法が改正され成立した「育児休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する

法律（育児・介護休業法）」が平成 21 年（2009 年）に大幅な改正がなされるなど、その充

実が図られてきました。加えて、平成 19 年（2007 年）の仕事と生活の調和推進官民トッ

プ会議において、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」及び「仕事と生活

の調和推進のための行動指針」が策定されており、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バ

ランス）の実現が求められています。 

 

（２）東京都の動き 

東京都では、国内外の流れに対応しながら「東京都男女平等参画基本条例」を制定、これ

に基づき、平成 14 年（2002 年）には「男女平等参画のための東京都行動計画 チャンス

＆サポート東京プラン 2002」を策定し、男女平等に関する取組を積極的に推進してきまし

た。その後、平成 19 年（2007 年）には、「仕事と生活の調和の推進」と「女性のチャレン

ジ支援の推進」などを主軸に据えた「チャンス＆サポート東京プラン 2007」を策定、さら

に平成 24 年（2012 年）に新たな重点課題を加えた計画を「チャンス＆サポート東京プラ

ン 2012」として改定しています。 

また、配偶者暴力については、「東京都配偶者暴力対策基本計画」を平成 18 年（2006 年）

に策定し、その後２回の改定が図られるなど、配偶者暴力対策を体系的に示しながら取組を

進めています。 
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（３）小金井市の動き 

本市の男女共同参画社会の実現に向けた動きは、国内外の動きと連動しながら、小さな草

の根的な地域活動からより広い視野を持った活動へと変化してきました。 

昭和 59 年（1984 年）に市民とともに初めて「婦人行動計画」を策定すると、その推進

を図るために市民組織である「婦人問題会議」、庁内組織である「婦人関係行政連絡会議」を

設置し、取組を進めてきました。さらにその改定計画として、平成６年（1994 年）には「第

２次行動計画 ともに生きる小金井市行動計画」を策定しています。 

その後、男女共同参画に対する市民の気運が高まる中、市の姿勢と取組を広くアピールす

るため、平成８年（1996 年）に「男女平等都市宣言」を他の自治体に先駆けて行うととも

に、男女共同参画の推進に関する施策をより一層推進し、男女平等社会の実現を目指すため、

平成 15 年（2003 年）に「第３次行動計画 個性が輝く小金井男女平等プラン」を策定し

ました。同年「小金井市男女平等基本条例」を制定し、男女平等推進審議会を設置するとも

に、翌年には苦情処理窓口や苦情処理委員を設置するなど、制度の仕組みを整えてきました。

平成 22 年（2010 年）には、「小金井市配偶者暴力対策基本計画」を策定し、さらなる制度

の充実が図られています。また、市民や市民団体の参画による男女共同参画を推進するため、

「こがねいパレット」の開催、情報誌「かたらい」の発刊を継続して行うなどの施策を進め

てきました。今後より一層の施策の推進のため、平成 25 年（2013 年）の第５期小金井市

男女平等推進審議会（井上惠美子会長）からの答申を踏まえ、本計画を策定しています。 

これらは、市独自の取組であるとともに、平成 11 年（1999 年）に成立した男女共同参

画社会基本法第９条に定められた「地方公共団体の責務」を果たすものです。本市は、市民

の中から生まれた男女平等の精神を普及し、女子差別撤廃条約の批准・男女共同参画社会基

本法の成立に伴って課せられた責務を果たすべく、本計画の推進に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：本計画策定に関する記述は、現在予定している内容で文章を作成しています。 
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✦小金井市男女平等基本条例の制定（平成 15年〔2003 年〕） 

豊かで活力と優しさにあふれた男女平等社会を実現するため、その基本理念や市、市民、

事業者およびその他の団体の責務を明らかにするとともに、男女共同参画の推進に関する施

策について、基本となる事項を定め、総合的かつ効果的に推進することを目的とした「小金

井市男女平等基本条例」を制定しました。 

✦男女平等推進審議会の設置（平成 15年〔2003 年〕） 

小金井市男女平等基本条例第 5 章に基づき設置し、任期は２年で、現在は第５期へと歩み

を進めています。行動計画の推進状況や男女共同参画に関する各施策について、市民参加に

より審議・提言を行う機関です。 

✦ＤＶ相談緊急連絡先広報カード作成・配布開始（平成 15年〔2003 年〕） 

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）※3の早期発見を目的として、ＤＶについての認識

や相談先の周知を図るため、ＤＶ相談緊急連絡先広報カードを作成し、庁舎および市施設の

女子トイレ等に設置するなどにより、配布しています。 

✦国内研修事業参加補助の実施（平成 16年〔2004 年〕） 

女性市民が、教育・福祉・環境・男女共同参画等を学び、地域においてさまざまな形でそ

の成果を還元すべく、平成２年（1990 年）から「女性海外派遣事業」を実施していました

が、平成 14 年（2002 年）に廃止することとなり、それに代わる事業として開始しました。

都内や都に隣接する自治体で実施される男女平等社会の形成の促進にかかる会議に参加し、

情報収集や交流を深め、地域活動へ生かすことで、男女平等意識の高揚を目指すものです。

より効果的な施策の展開を図るため、さらなる活用を図ります。 

✦苦情処理窓口および苦情処理委員の設置（平成 16年〔2004 年〕） 

小金井市男女平等基本条例第４章に基づき、苦情処理窓口および男女平等苦情処理委員（男

女各１名）を設置し、人権侵害などの苦情を適正かつ迅速に処理するための体制を整備しま

した。安心して相談や苦情申し立てができるよう、さらなる運用に努めます。 

                                         

※3 ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ） 

 夫婦間や恋人など親しい間柄での暴力のことをいいます。身体的暴力のみならず、性的暴力や言葉による精神

的暴力などがあります。 
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✦男女共同参画シンポジウムの開催（平成 19年〔2007 年〕） 

男女共同参画社会基本法の公布・施行（平成 11 年（1999 年）６月 23 日）にちなんで

定められた「男女共同参画週間（６月 23 日から６月 29 日）」に合わせ、男女平等に対する

理解を深めるため、「男女共同参画週間のつどい」を平成 15 年（2003 年）から実施しまし

た。平成 19 年（2007 年）に「男女共同参画シンポジウム」に名称を変更して以降は、６

月の開催にこだわらず幅広いテーマによる実施、市民向けのＤＶに関する講演等のほか、平

成 23 年（2011 年）３月に起きた東日本大震災を受け、「女性と防災」と題したシンポジウ

ムなども開催しました。今後も、適切なテーマを選択し、新しい観点から講演を実施してい

くなど、啓発に努めます。 

✦企画政策課男女共同参画室の設置（平成 19年〔2007 年〕） 

庁内の男女平等の推進体制を整備するため、昭和 59 年（1984 年）に保育婦人課婦人施

策推進室を設置し、時代の変遷とともに三度の組織改正を行いました。平成３年（1991 年）

には、庁内の広範多岐にわたる女性問題の施策の調整を行う部署として、広報広聴課女性施

策推進室となり、21 世紀を迎えた平成 13 年（2001 年）には、男女共同参画の視点をよ

り一層活動に反映できるよう、広報広聴課男女共同参画室と改称しました。平成19年（2007

年）には、庁内全般の施策を視野に入れ、企画・調整のもと、行動計画の推進や男女平等意

識の育成・啓発を行い、男女共同参画を推進できるよう、企画政策課男女共同参画室となり

ました。今後は、ますます庁内推進体制を強化するとともに、市民や地域団体との協働によ

る男女平等の社会づくりや男女共同参画施策の推進を図ります。 

✦再就職支援講座の開催（平成 20年〔2008 年〕） 

再就職を希望する女性に対し、働く女性を取り巻く労働環境や再就職に関する情報提供を

行うため、東京しごとセンター多摩などとの共催により、再就職支援講座を開催しています。 

✦小金井市配偶者暴力対策基本計画の策定（平成 22年〔2010 年〕） 

平成 19 年（2007 年）のＤＶ防止法の改正による市町村でのＤＶ対策機能強化の要請を

受け、ＤＶの未然防止や被害者支援により一層取り組むため、本市のＤＶに対する対策や支

援に関する施策を体系化した「小金井市配偶者暴力対策基本計画」を策定しました。計画推

進の一環として、デートＤＶ※4の予防啓発のため、平成 23 年（201１年）にはデートＤＶ

防止啓発パンフレットを作成・配布しました。 

✦意識調査の実施（平成 24年〔2012 年〕） 

男女平等の意識の普及・浸透の状況を把握し、今後の男女共同参画施策に反映させるため、

平成 19 年（2007 年）と平成 24 年（2012 年）に市民を対象に、平成 18 年（2006 年）

と平成 24 年（2012 年）に市職員を対象に意識調査を実施しました。 

 

                                         
※4 デートＤＶ 

 結婚前の恋人間で起こるＤＶのことをいいます。 
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✦こがねいパレット 

昭和 52 年（1977 年）に、女性市民が女性の地位向上に関する課題や福祉の実情を話し合

い、市の施策反映につなげることを目的とした「福祉を語る婦人のつどい」が開催され、その

後 10 年を経て、さらに広い輪へ発展していくこととなります。昭和 62 年（1987 年）には

「福祉を語る婦人のつどい」が市の施策と合体し、「こがねい女性フォーラム」として開催さ

れ、以降、男女のさまざまな観点で市民の実行委員による企画・運営により行ってきました。 

21 世紀を迎え、「女性問題」から「男女共同参画」へと視点がシフトし、平成 13 年（2001

年）に名称を「こがねいパレット」と改める中で、より一層、男女共同参画を地域に浸透さ

せるための役割を担うことが期待されています。 

✦情報誌「かたらい」 

女性問題をさまざまな角度から取り上げ、広く市民が関心を持ち理解を深めていけるよう、

昭和 63 年（1988 年）に市の情報誌として「かたらい」を創刊しました。また、平成 12

年（2000 年）には、男女平等施策へのさらなる市民活力の注入を図るため、市民編集委員

制度を導入し、市民と一緒に企画・編集するなど、市民との協働による男女共同参画推進の

ための体制づくりを進めています。 

✦「聞き書き集 小金井の女性たち」編纂への支援 

本市の男女平等の取組は、市民参加によって進められてきた長い歴史があり、その背景に

はさまざまな分野で活躍する女性たちの姿がありました。そうした女性たちの活動を地域女

性史として残すことを目的に、市民グループ「こがねい女性ネットワーク」が「小金井女性

史を作る会」を組織、平成 15 年（2003 年）に『聞き書き集 小金井の女性たち－時代を

つなぐ－』、平成 18 年（2006 年）に『聞き書き集 小金井の女性たち－時代を歩む－』を

編纂・発行し、市はその活動を支援しました。国内外の主要図書館で所蔵・公開されるなど、

本市の男女共同参画の歩みを記録する、貴重な財産となっています。 

✦市民組織の変遷（婦人問題懇談会～男女平等推進審議会） 

本市ではこれまで、多くの市民組織が、本市の男女平等および男女共同参画を推し進める

ための活動を展開してきました。昭和 59 年（1984 年）には、幅広い女性の声を市の施策

に反映させるため、市内の女性団体や一般市民を中心とした「婦人問題懇談会」を設置、「婦

人行動計画」を策定しています。またその翌年には、行動計画の推進を図る組織として「婦

人問題会議」を設置しました。平成７年（1995 年）、「婦人行動計画」の終了に伴い策定さ

れた第２次行動計画を円滑かつ効率的に推進すべく、「男女共同参画研究会議」を発足、平成

８年（1996 年）に行われることとなる「男女平等都市宣言」に関する審議を進め、その成

文化に努めています。その後、第３次行動計画策定時の平成 13 年（2001 年）に設置され

た「（仮称）第３次小金井市行動計画策定委員会」が、平成 15 年（2003 年）の「小金井市

男女平等基本条例」制定に向けた審議・整備を行っており、現在は同条例第５章に基づき「男

女平等推進審議会」が組織されています。 
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 第２章 計画の基本的な考え方 
 

第１節 基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市が目指すべき男女共同参画社会は、「男女が互いにその人権を尊重し、認め合い支え合

いながら、それぞれの個性と能力を十分に発揮することができ、また、一人ひとりが輝いて

生きることができる社会」です。 

第３次行動計画では、「人として平等な社会をめざして 男女共同参画の推進を」を掲げ、

さまざまな取組を進めてきました。しかし、計画を推進する過程で、今後の課題として、特

に以下の二つがあらためて求められていることが明らかになっています。 

一つ目は「人権尊重」です。ＤＶのない社会の実現、さらには、女性・男性・子ども・高

齢者・障がい者・外国人、その他あらゆる人々が人として尊重され、共生し合う社会の実現

が、男女共同参画社会の実現の基本となるからです。 

二つ目は「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）」です。今後持続可能な社会を

築いていくためには、固定的な性別役割分担意識の解消を図ることに加え、女性が就業する

ことにより、仕事や家事・育児・介護の二重負担を強いられることがないようにし、だれも

が健康かつ自らの希望するバランスで、地域活動等にも参画するなど、互いの能力が発揮で

きる環境をつくる必要があるからです。 

個人も、家庭も、地域社会も、この「人権尊重」と「ワーク・ライフ・バランス」に留意

しながら、その実現を支える啓発・支援・環境整備等の仕組みを発展させ、新しいライフス

タイルを創っていくことを通し、意識と実態が伴った男女共同参画社会を形成していくこと

が必要です。 

これらの点を踏まえて、本計画の基本理念を「人権尊重とワーク・ライフ・バランスを軸

とする 男女共同参画の実現をめざして」と定めます。 
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第２節 基本目標 

本計画の基本理念を具体的に推進していくため、基本目標を以下のとおり定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

✦基本目標Ⅰ 互いに認めあい、男女平等意識を備えたひとを育む 

互いを尊重し、一人ひとりが個性や能力を発揮できるよう、生涯を通じた男女平等意識の

醸成と男女共同参画への学びを支援します。 

 

✦基本目標Ⅱ ワーク・ライフ・バランスの実現した暮らしをめざす 

男女がともに健やかに暮らしながら、仕事、家庭生活、地域活動等にバランスよく参画す

るなど、自分らしい生き方に対して主体的な選択を可能にする生活環境をつくります。 

 

✦基本目標Ⅲ 人権を侵害する暴力を許さない社会づくりで安心を守る 

（Ⅲの１～３は小金井市配偶者暴力対策基本計画） 

ＤＶの未然防止と被害者の保護・自立に向けた支援の一体的な推進を図るとともに、スト

ーカーやセクシュアル・ハラスメント、虐待等を含めた男女共同参画社会の実現を阻む暴力

を根絶するための取組に努めます。 

 

✦基本目標Ⅳ 男女共同参画を総合的に推進する仕組みをつくる 

市民と行政が強力なパートナーシップのもと、それぞれの立場で男女共同参画を理解し、

責任を共有することで、総合的・計画的に男女共同参画を推進します。 

 

✦基本目標Ⅰ 

 互いに認めあい、 

男女平等意識を備えた 

ひとを育む 

✦基本目標Ⅱ 

 ワーク･ライフ･バランスの 

実現した 

暮らしをめざす 

✦基本目標Ⅳ 

 男女共同参画を 

総合的に推進する 

仕組みをつくる 

✦基本目標Ⅲ 

人権を侵害する 

暴力を許さない社会づくりで 

安心を守る 
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第３節 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 基本目標 施策の方向 

人
権
尊
重
と
ワ
ー
ク

・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
を
軸
と
す
る

 

男
女
共
同
参
画
の
実
現
を
め
ざ
し
て

 

基本目標Ⅰ 

互いに認めあい、 

男女平等意識を備えた 

ひとを育む 

基本目標Ⅱ 

ワーク･ライフ･バランスの 

実現した 

暮らしをめざす 

基本目標Ⅲ 

人権を侵害する 

暴力を許さない 

社会づくりで 

安心を守る 

１ 人権尊重・男女平等意識の普及・浸透 

２ 男女共同参画を推進する教育・学習の推進 

１ 男女がともに能力を発揮できる就業環境づくり 

２ 家庭生活との両立支援 

３ 男女がともに参画する地域づくりや市民活動の促進 

４ 生涯を通じた男女の心身の健康支援 

１ 政策・方針決定過程への男女の参画 

２ 市民参加・協働による男女共同参画の推進 

３ 庁内の推進体制の充実・強化 

基本目標Ⅳ 

男女共同参画を 

総合的に推進する 

仕組みをつくる 

１ 暴力の未然防止の意識づくり 

２ 被害者支援の推進 

３ 相談・連携体制の整備・充実 

４ ストーカーやセクシュアル・ハラスメ
ント、虐待等への適切な対応と対策 
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主要施策 

（１）人権・男女平等の意識改革の推進 

（２）男女共同参画の基盤となる人権の尊重 

（１）教育の場における男女平等教育の推進 

（２）生涯を通じた男女平等教育の推進 

（１）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に向けた環境づくり 

（２）働く場における男女平等の推進  （３）女性の就労に関する支援 

（１）育児や介護等への支援体制の整備  （２）各家庭の状況等に応じた支援 

（１）地域づくり活動における男女共同参画の推進 

（１）女性のライフステージに応じた健康づくり 

（２）性差や年代に応じた健康づくり  （３）自立した生活への支援 

（１）ＤＶの防止に向けた情報提供や啓発、早期発見 

（２）若い世代への啓発・教育の推進 

（１）安全確保と自立支援の実施 

（１）相談体制の整備・強化 

（２）連携体制の充実 

（１）政策・方針決定過程への参画の拡大 

 

（１）市民参加の推進 

（１）庁内の男女平等の推進 

（２）計画の推進体制の強化 

（１）ストーカーやセクシュアル・ハラスメント、虐待等への対策の推進 
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 基本目標Ⅰ 

互いに認めあい、男女平等意識を備えたひとを育む 
 

 

● 男女共同参画社会の実現のためには、性別にかかわらず、だれもがそれぞれの個性や能

力を十分に発揮し、自分らしく生きることができるよう、一人ひとりが男女共同参画に

対する理解を深め、互いの人権を尊重し、常に男女平等の視点に立った行動を実践する

ことが重要です。 

● 女子差別撤廃条約の批准を契機に法制度の整備が進められ、男女共同参画に向けた社会

的条件は整いつつあるものの、社会制度や慣習には、性別によって役割を固定する考え

方が依然として残っている場合が多く、それぞれの個性や能力を十分に発揮することを

難しくしている状況もみられています。 

● 平成 24 年に実施した男女平等に関する意識調査（以下「市民意識調査」という。）に

よると、どのような場で男女平等になっていると思うかといった男女平等意識について、

家庭生活や社会通念等の分野では、性別によって大きく意識が異なっています。また、

性別による固定的な役割分担意識については、「男は仕事、女は家庭」という考え方に

縛られない人は半数を超えているものの、実際の生活の状況にまでは結びつきにくい状

況がうかがえます。 

● 男女共同参画社会づくりの基盤として、市民一人ひとりが学校、家庭、地域などのあら

ゆる場面で人権・男女平等の視点を持つことができるよう、性別や年齢等の状況に応じ

た効果的な広報・啓発活動を進めます。また、生涯にわたって男女平等の意識が育まれ、

男女共同参画の推進主体となれるよう、学校教育や社会教育等の場における学習機会を

提供し、男女平等意識の浸透を図ります。 
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    １ 人権尊重・男女平等意識の普及・浸透 

 

日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女共同参画社会基本法の理念に

男女の人権の尊重が掲げられているように、男女共同参画社会を実現するためには、その

基本となる人権を尊重する意識を高め、浸透を図ることが必要不可欠です。 

本市ではこれまで、情報誌「かたらい」の発行や「こがねいパレット」の開催等を市民

とともに進めることで、人権・男女平等に関する情報提供や広報・啓発活動を広く行って

きました。だれもが自分らしく生きることができる社会づくりのためには、人々の意識や

行動、それに基づく社会慣行によって、性別による不利益が生じないよう、引き続き啓発

が必要であり、さまざまな社会的・文化的背景を持つ人々への配慮や、表現上の人権侵害

の防止など、多様な視点からの対応が必要です。 

そのため、男女共同参画を推進する基盤となる人権・男女平等意識が市民一人ひとりに

浸透し定着するよう、今後も引き続きさまざまな機会や媒体を通じた情報提供や広報・啓

発活動を推進し、あらゆる人々の人権が尊重され、守られるための環境づくりに努めてい

くことが必要です。 

 

 

 

 



 18

16.9

7.8

29.8

15.6

5.5

2.0

40.2

18.9

21.5

5.7

36.2

17.2

11.3

2.9

19.9

8.6

42.0

32.4

38.0

39.3

13.8

39.3

26.7

20.9

50.8

21.8

18.4

54.6

50.8

18.7

36.1

12.0

22.5

49.4

56.6

22.1

21.2

43.9

5.8

9.8

30.4

40.2

10.4

13.9

8.3

6.6

4.9

3.3

1.6

1.8

6.1

4.1

2.8

4.1

5.7

2.9

6.4

7.0

11.0

7.0

19.9

18.9

10.7

9.8

19.9

12.3

6.1

9.0

27.0

26.2

9.5

11.5

5.5

7.4

6.7

8.6

8.0

9.0

5.5

7.4

8.0

7.0

4.6

7.4

6.4

7.8

4.3

7.4

7.8

37.4

45.1

6.1

1.5

3.1

0.9

0.0

1.8

2.0

0.3

0.4

0.3

1.6

0.3

0.9

0.8

0.0

2.5

0.3

2.0

0.9

2.1

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性（n=326）

男性（n=244）

女性（n=326）

男性（n=244）

女性（n=326）

男性（n=244）

女性（n=326）

男性（n=244）

女性（n=326）

男性（n=244）

女性（n=326）

男性（n=244）

女性（n=326）

男性（n=244）

女性（n=326）

男性（n=244）

家庭
生活

職場

学校教育
の場

政治の
場

法律や
制度の上

社会通念・慣

習・しきたり

など

自治会やＮＰ

Ｏなどの地域

活動の場

社会全体
として

〔男女平等意識〕〔男女平等意識〕〔男女平等意識〕〔男女平等意識〕    

男
性
の
方
が

 

優
遇
さ
れ
て
い
る

 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

 

男
性
の
方
が

 

優
遇
さ
れ
て
い
る

 

男
女
平
等

 

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

 

女
性
の
方
が

 

優
遇
さ
れ
て
い
る

 

女
性
の
方
が

 

優
遇
さ
れ
て
い
る

 

わ
か
ら
な
い

 

無
回
答

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女平等に関する市民意識調査（平成 24年） 
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（１）人権・男女平等の意識改革の推進 

市民一人ひとりの人権・男女平等意識の浸透と定着を図るため、さまざまな手法や媒体

を活用した広報・啓発活動を行うとともに、講演会等を開催し、人権・男女平等の趣旨・

目的を地道に伝え続ける方策を検討することで、その内容の充実に努めます。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

１ 
人権・男女平等に関する広報・

啓発活動の推進 

男女平等都市宣言の浸透 企画政策課 

男女平等基本条例の普及 企画政策課 

人権・男女平等に関する各種啓発資料

の作成・活用 

企画政策課 

広報秘書課 

人権・男女平等に関する図書・資料の

収集の充実 

企画政策課 

図書館 

情報誌「かたらい」の発行・周知 企画政策課 

女性史の視点を取り入れた市史編纂・

発行 
生涯学習課 

② 
人権・男女平等に関する講演会

等の開催 

人権に関する各種講演会の開催 広報秘書課 

男女共同参画シンポジウムの開催 企画政策課 

「こがねいパレット」の開催 企画政策課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
№ 具体的施策 主要事業 担当課 

性別にとらわれない家庭環境づくりに

向けた各種教室等における啓発 

健康課 

子育て支援課 

生涯学習課 

公民館 １ 家庭における教育・学習の推進 

✦父親ハンドブックの配布による父親

への啓発活動の推進 
健康課 

人権尊重・男女平等の視点を踏まえた各

種講座等の企画・運営の検討と活動支援 

生涯学習課 

公民館 
② 

地域・社会における教育・学習

の推進 男女共同参画に関する講座・学習会の

開催 
公民館 

 

具体的施策具体的施策具体的施策具体的施策・・・・主要事業記載主要事業記載主要事業記載主要事業記載のののの表表表表のののの見方見方見方見方    

番号に○のついて

いる具体的施策は、

各主要施策の核と

なる施策を表して

います。 

主要事業の頭に「✦」がついているものは、本計画で初め

て記載されるもの、新たに取組として行われる予定のもの

を表しています。 
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（２）男女共同参画の基盤となる人権の尊重 

性別をはじめ、個人の置かれた環境や状況に関わらず、だれもが一人の人間として尊重

され、尊厳が守られるよう、性による固定観念に縛られない意識づくりや男女共同参画の

基本となる人権尊重の環境づくりを進めます。また、社会的に困難な状況に置かれた人々

に対する偏見をなくし、多様な価値観を認め合うことができる多文化共生※5のための取組

に努めます。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

１ 
人権尊重に向けた啓発・相談支

援等の推進 

人権に配慮した市刊行物等の作成 関係各課 

✦表現ガイドラインの周知と活用 企画政策課 

メディア・リテラシー※6に関する普

及・啓発を通した性差別の防止 
企画政策課 

苦情処理窓口及び苦情処理委員の周

知・運用 
企画政策課 

✦性別による差別や男女平等を阻害す

る人権侵害に対する苦情・相談の受付 

企画政策課 

広報秘書課 

教育の場における人権教育の推進 指導室 

２ 多文化共生のまちづくり 

多文化社会への理解と推進 
広報秘書課 

指導室 

在住外国人との交流と国際理解の推進 
コミュニティ文化課 

公民館 

                                         
※5 多文化共生 
 国籍や民族、環境や価値観などの異なる人々が、互いの文化的違いを認め合い、対等な関係を築こうとしなが

ら、地域社会の構成員としてともに生きていくことです。 

※6 メディア・リテラシー 

 メディアからの情報を無意識に受け取るのではなく、その内容の背景や社会的な課題などについて読み解く力

や、あふれる情報を選択し、使いこなす力のことをいいます。また情報を受け取るだけではなく、メディアを使

って発信する力のこともいいます。 
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    ２ 男女共同参画を推進する教育・学習の推進 

 

男女共同参画社会を実現するためには、一人ひとりが男女共同参画について正しく理解

し、その必要性を認識することが重要であり、学校・家庭・地域等のあらゆる場における

教育・学習が果たす役割は非常に大きくなっています。 

本市では、幼少期から活動のなかで個々の能力を生かしながら互いの理解を深め、協力

の重要性を学んでいけるよう、男女平等の視点に立った保育・教育を進めています。また、

学校卒業後も、市民が家庭や地域において男女共同参画の意識を高め、学習が続けられる

よう、各種教室や講座等を開催しています。 

男女共同参画が真に根づき、実践されるためには、幼少期にはぐくまれた男女平等に対

する価値観が生涯にわたって大切に保持されることが重要です。そのため、人間形成の基

礎が培われる幼児期・学齢期における教育や学習の充実を図るとともに、それぞれのライ

フステージに応じたさまざまな学びの機会を提供することが必要となっています。 
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〔男女平等を進めるた〔男女平等を進めるた〔男女平等を進めるた〔男女平等を進めるためにめにめにめに教育の場で重要なこと〕教育の場で重要なこと〕教育の場で重要なこと〕教育の場で重要なこと〕    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔男女平等や男女共同参画に関する情報源〕〔男女平等や男女共同参画に関する情報源〕〔男女平等や男女共同参画に関する情報源〕〔男女平等や男女共同参画に関する情報源〕    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女平等に関する市民意識調査（平成 24年） 

男女平等の意識を育てる教育活動を行う

男女の差ではなく、個性や能力に
合わせた生活指導や進路指導を行う

教育活動の内容に応じて
男女の違いに配慮する

校長、副校長の役職に女性を増やす

教員への男女平等研修を行う

学校卒業後も男女平等に関する
学習の機会を設ける

その他

わからない

無回答
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（１）教育の場における男女平等教育の推進 

男女平等の理念のもと、一人ひとりの個性や能力を尊重し、協力し合う心を養うため、

幼少期から男女平等の視点に立った教育を推進します。特に、学校教育においては、性別

にとらわれず、生きる力、学ぶ力、働く力をはぐくむ教育を進めるとともに、男女共同参

画についての正しい理解を持つ指導者の養成に努めます。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

１ 
幼少期や学校教育における男女

平等教育・学習の推進 

男女平等の視点に立った教育の推進 指導室 

固定的な性別役割分担意識にとらわれな

い個々の能力に応じた進路指導の充実 
指導室 

保育・教育関係者に対する研修の充実 
職員課 

指導室 

 

 

（２）生涯を通じた男女平等教育の推進 

だれもが、生涯にわたり男女共同参画に対する理解を深め、家庭や地域において、男女

平等意識に基づいた行動が実践できるよう、多様な学習機会の提供に努めるとともに、庁

内の情報共有や連携を図ることで、市民の活動支援に努めます。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

１ 家庭における教育・学習の推進 

性別にとらわれない家庭環境づくりに

向けた各種教室等における啓発 

健康課 

子育て支援課 

生涯学習課 

公民館 

✦父親ハンドブックの配布による父親

への啓発活動の推進 
健康課 

② 
地域・社会における教育・学習

の推進 

人権尊重・男女平等の視点を踏まえた各

種講座等の企画・運営の検討と活動支援 

生涯学習課 

公民館 

男女共同参画に関する講座・学習会の

開催 
公民館 
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 基本目標Ⅱ 

ワーク･ライフ･バランスの実現した暮らしをめざす 
 

 

● だれもがいきいきと暮らせる豊かでうるおいのある社会を築くためには、市民一人ひと

りが心身ともに健康で、仕事や家庭生活、地域活動などそれぞれのライフスタイルやニ

ーズに応じた多様な生き方を選択できるワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）

の実現を目指すことが必要不可欠です。 

● 国では、平成 19 年に定めた「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」

を平成 22 年に見直し、目指すべき社会の姿として「国民一人ひとりがやりがいや充実

感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、

子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社

会」を掲げ、官民一体となり日本全体で取り組むべき方向性を示しています。 

● 市民意識調査によると、女性の働き方として、結婚・出産にかかわらず仕事を持つ「職

業継続型」を支持する意見が、子どもに手がかからなくなったら再び仕事を持つ「中断

再就職型」の意見を上回り（30 頁参照：女性が仕事を持つことに対する考えに関する

グラフ）、また、ワーク・ライフ・バランスを推進するうえで最も必要なものとして「男

女ともに家庭と仕事を両立できる職場環境を整えること」があげられています。そのた

め、行政や事業所がそれぞれの立場で仕事と家庭生活の両立を支え、多様なライフスタ

イルを可能にするための取組が求められている状況です。 

● 性別に関わらず、だれもが個性と能力をさまざまな分野で発揮し、仕事や家庭生活、地

域活動を含む社会生活を営むため、男女が家事・育児・介護等を対等に分かちあう関係

づくりと、個人の意欲や生活の優先度に応じたワーク・ライフ・バランスを図れる環境

づくり、双方の推進を図ります。 
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  １ 男女がともに能力を発揮できる就業環境づくり 

 

市民一人ひとりが多様な生き方を選択でき、家族や地域社会の一員として責任を分かち

あいながら積極的に活動していくためには、ワーク・ライフ・バランスの考え方に基づい

た暮らしを実現することが必要であり、自立した個人として自分の人生に満足感・安心感

を得て、充実した生活を送ることができるような環境づくりへの取組が必要です。 

日本では、依然として就業形態などの違いを背景とした男女間の平均賃金に格差がみら

れることに加え、女性のみならず男性においても非正規労働者が増加し、とりわけ若い層

においては男女ともに低収入化が進行しており、その結果、非婚化や少子化の傾向が進み、

生活や将来の不安を抱えて生きる人々が増加しています。各種支援の充実により、市民の

不安が解消され、ワーク・ライフ・バランスを実現しやすい地域社会づくりが重要となっ

ています。    

本市ではこれまで、ハローワークや東京しごとセンター多摩等との共催事業、「こがねい

仕事ネット」等を通じて、就労や雇用に関するさまざまな情報提供や、女性の再就職支援

に取り組んできました。しかし、女性労働力率は引き続き出産・子育て等で仕事を中断す

る、いわゆるＭ字曲線※7を描いており、近年の経済情勢の低迷も考慮したうえでの、就労

継続や再就職を希望する女性への支援が求められていることがうかがえます。 

「男女雇用機会均等法」や「育児・介護休業法」など、男女が互いに協力して働き続け

るための法制度上の環境は整いつつあるものの、身近な就業環境において、性別や年齢に

かかわらず、雇用機会や待遇等が確保され、個人の意欲等を重視し、だれもが働きやすく

自らの能力の向上や活躍を目指すことができるよう支援していくことが必要です。 

 

                                         
※7 Ｍ字曲線 

 女性労働者の年齢階層別の労働力率（15 歳以上人口に占める労働力人口の割合）をグラフに表した場合、主に

30 歳代をボトムとするＭ字カーブを描くことから、女性労働者の働き方をＭ字曲線といいます。この現象は、結

婚・出産・育児の期間は仕事を辞めて家事・育児に専念し、子育てが終了した時点で再就職するという働き方を

選択する女性が多いことによるものといわれています。 
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〔〔〔〔小金井市の小金井市の小金井市の小金井市の性別・５歳階級別年齢構成性別・５歳階級別年齢構成性別・５歳階級別年齢構成性別・５歳階級別年齢構成（平成（平成（平成（平成 24242424 年１月現在）年１月現在）年１月現在）年１月現在）〕〕〕〕    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口による 

 

〔女性の労働力率（国・都・市比較）〕〔女性の労働力率（国・都・市比較）〕〔女性の労働力率（国・都・市比較）〕〔女性の労働力率（国・都・市比較）〕    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省統計局データ（平成 22年国勢調査）より引用（数値は小金井市のみ） 
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（１）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に向けた環境づくり 

自らの希望するバランスで仕事と生活の調和が図れるよう、市民・事業者に対して、多

様で柔軟な働き方についての情報提供を行うなど、ワーク・ライフ・バランスの普及・啓

発を進めます。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

１ 
誰もが働きやすい職場づくりの

促進 

✦仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）の普及・啓発 

企画政策課 

経済課 

事業所への意識啓発 経済課 

多様な働き方の普及・啓発 経済課 

 

 

（２）働く場における男女平等の推進 

性別によらず、だれもが個人の能力を十分に発揮し、雇用機会や待遇等が確保されるよう、

相談窓口の周知や各種情報提供を行い、事業所の主体的な取組を促します。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

１ 雇用の場における男女共同参画 

関連法令等の周知徹底 
企画政策課 

経済課 

✦労働相談などの各種相談窓口の周知 経済課 
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（３）女性の就労に関する支援 

自らの個性や能力を生かし、社会のさまざまな分野での活躍を目指す女性への支援の充

実に努めるとともに、農業・自営業等に携わる男女がともに快適に働くことができるよう、

就労環境の改善に向けた取組を促進します。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

① 女性の職業能力・意識の向上 

再就職支援講座 企画政策課 

✦職業能力の向上に向けた機会・情報

の提供 
経済課 

✦就業機会拡大のための支援・情報提

供 
経済課 

事業所との連携及び情報提供 経済課 

２ 
農業・自営業等における男女共

同参画の推進 

女性農業者への研修の促進 経済課 

✦家族経営協定※8の締結促進 経済課 

✦商工会等との連携 経済課 

                                         
※8 家族経営協定 

 農業等の家族従事者の労働の価値を適正に評価し、経営上の役割分担や地位を明確にする家族内でつくられる

ルールのことで、労働報酬や経営方針の決定、収益の分配、労働時間・休日等について、家族で話し合って定め

ようするものです。家庭内の女性農業者の労働環境の整備、経営方針決定参画等を目的としています。 
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    ２ 家庭生活との両立支援 

 

少子高齢化や核家族化など、人口構造や社会環境の変化が急速に進むなか、豊かで活力

ある社会を維持していくためには、男女がともに家庭的責任を担い、社会全体で子育てや

介護を支援していく環境づくりが必要です。 

本市では、各個別計画に基づき、必要な子育てや介護等の福祉サービスの充実を図るこ

とで、性別や年齢にとらわれずだれもが自らの希望する充実した生活を送るための支援を

進めてきました。共働き家庭の増加や個人のライフスタイルや価値観・ニーズの多様化な

どを背景に、両親学級への男性の参加など、互いに協力して家庭生活を営む気運の高まり

はみられつつも、家事・育児・介護等といった家庭生活は依然として女性の負担が大きい

状況にあることがうかがえます。 

子育て家庭へ積極的な支援を行うことや、高齢者・障がい者等への社会的支援を充実す

ることは、本市の男女共同参画の推進につながることが期待されます。そのため、社会の

最小単位である家庭の構成員が互いに支えあい、家事・育児・介護等に参画できるよう環

境整備に努めるとともに、多様化する子育て及び高齢者・障がい者等の自立や介護に関わ

るニーズに対応できるよう、福祉サービスの充実等により、各家庭の状況に応じた社会的

支援を図ることが求められています。 

 

〔小金井市の男女の未婚率の年次別グラフ（平成〔小金井市の男女の未婚率の年次別グラフ（平成〔小金井市の男女の未婚率の年次別グラフ（平成〔小金井市の男女の未婚率の年次別グラフ（平成 12121212 年・平成年・平成年・平成年・平成 17171717 年・平成年・平成年・平成年・平成 22222222 年比較）〕年比較）〕年比較）〕年比較）〕    

【女性】                  【男性】 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

資料：総務省統計局データ（国勢調査）より引用    
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〔小金井市の出生・婚姻・離婚に関する年次別比〔小金井市の出生・婚姻・離婚に関する年次別比〔小金井市の出生・婚姻・離婚に関する年次別比〔小金井市の出生・婚姻・離婚に関する年次別比較表〕較表〕較表〕較表〕    

 平成14年  平成15年  平成16年  平成17年  平成18年  平成19年  平成20年  平成21年  平成22年
出生率 8.0 8.3 8.0 7.6 7.6 7.4 7.7 8.1 8.2
婚姻件数・率 7.1 7.2 6.8 6.6 6.6 6.7 6.6 6.9 7.4
離婚件数・率 1.88 1.75 1.54 1.73 1.59 1.50 1.33 1.61 1.53  

資料：東京都福祉保健局データより引用 

    

〔合計特殊出生率（全国・都・市）の年次別比較表〕〔合計特殊出生率（全国・都・市）の年次別比較表〕〔合計特殊出生率（全国・都・市）の年次別比較表〕〔合計特殊出生率（全国・都・市）の年次別比較表〕    

 平成14年  平成15年  平成16年  平成17年  平成18年  平成19年  平成20年  平成21年  平成22年
国 1.32 1.29 1.29 1.26 1.32 1.34 1.37 1.37 1.39
東京都 1.02 1.00 1.01 1.00 1.02 1.05 1.09 1.12 1.12
小金井市 1.03 1.08 1.05 0.99 1.01 1.00 1.07 1.13 1.13  

資料：厚生労働省 人口動態統計／東京都福祉保健局データより引用 

 

〔〔〔〔女性が仕事を持つことに対する考え女性が仕事を持つことに対する考え女性が仕事を持つことに対する考え女性が仕事を持つことに対する考え〕〕〕〕    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女平等に関する市民意識調査（平成 24年） 
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（１）育児や介護等への支援体制の整備 

子育てや介護等について、一部の家族や女性だけでなく、各家庭の構成員が協力して責

任や負担を分かちあい、仕事や地域活動等との調和が図られるよう、多様なニーズに応じ

たサービスの充実を図るとともに、男性の育児参加の促進や、男性在宅介護者への支援に

向けた環境づくりに努めます。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

① 地域での子育て支援体制の充実 

既存の保育事業の充実と新たな保育施

策の検討・拡充 
保育課 

保育所の待機児童解消施策の充実 保育課 

学童保育の推進 児童青少年課 

子育てに関する情報・相談の充実 

健康課 

子育て支援課 

保育課 

子ども家庭支援センターや児童館を利

用した子育てひろば事業の推進 

子育て支援課 

児童青少年課 

✦居宅訪問による子育て支援事業の充

実 

健康課 

子育て支援課 

２ 
高齢者・障がい者等への社会的

支援の充実 

高齢者福祉・介護保険サービスの充実 介護福祉課 

障がい福祉サービスの推進 障害福祉課 

各種サービスに関する相談支援・情報

提供 

障害福祉課 

介護福祉課 

✦家族介護者への支援の充実  介護福祉課 

 

 

（２）各家庭の状況等に応じた支援 

生活の自立と安定を図るため、生活・就労・養育等において、さまざまな課題を抱えや

すいひとり親家庭等について、各家庭の状況に応じた支援の提供を図ります。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

１ 
支援が必要な家庭への各種サポ

ート 

ひとり親家庭等に対する支援体制の推

進 
子育て支援課 
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    ３ 男女がともに参画する地域づくりや市民活動の促進 

 

近年、生きがいや心の豊かさを感じられる生き方を求める人が多くなってきていること、

地域で抱えるさまざまな課題・ニーズを地域の力で解決する地域コミュニティづくりの重

要性が高まっていることなどから、職場や家庭のみならず、地域において、だれもが個人

の能力を発揮し活躍できる環境づくりが必要となっています。 

市内には、地域で活動を展開する市民活動・ボランティア活動団体やＮＰＯ法人が多く、

市民と地域活動との関わりは非常に身近であるといえます。団塊の世代が多い本市におい

ては、定年退職を機に積極的に地域で活躍できる場を求めて戻ってくる場合など、今後ま

すます地域活動への意欲を持った市民の増加が見込まれるものの、参加するきっかけをつ

くること、活動の担い手と責任主体とに男女の不均衡を生じさせないようにすることとい

った課題に対応できるよう、だれもが参加・参画しやすい環境を整える必要があります。 

個人が自らの持つ能力や知識を生かし、生きがいを持って地域社会に関わっていくこと

は、一人ひとりが充実した生活を実現することにつながります。そのため、地域活動への

参画促進や、活動の活性化に向けた支援を図ることが重要です。 

 

 

（１）地域づくり活動における男女共同参画の推進 

性別や年齢に関わらず、だれもが地域におけるさまざまな活動に参加し、暮らしやすい地域を

つくるため、地域活動やボランティア等に積極的・主体的に参画できる環境づくりを支援します。 

また、男女が互いに協力しあうなかで、リーダーとして活躍する女性の増加を目指します。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

① 地域活動団体等の活動促進 

✦市民活動団体等の活動の支援 コミュニティ文化課 

✦青少年ボランティア活動の推進 生涯学習課 

少年少女各種スポーツ教室の開催 生涯学習課 

✦青少年健全育成団体への支援 
児童青少年課 

生涯学習課 

老人クラブ活動への助成を通じた支援 介護福祉課 

２ 女性リーダーの育成促進 

女性リーダーの育成に向けた情報提供 関係各課 

国内研修事業への参加の促進 企画政策課 

✦児童館ボランティアリーダーの育成 児童青少年課 
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    ４ 生涯を通じた男女の心身の健康支援 

 

個人の意欲や優先度に応じて、働き、家庭や地域で充実した生活を送るためには、生涯

にわたって心身ともに健康であることが基本的な条件であるといえます。一人ひとりのラ

イフステージや状況に応じた健康づくりを支援することはもちろん、特に女性は各年代で

身体的変化が多いことから、女性自身が主体的に自分の健康を確保できるよう、性と生殖

に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ）※9に対しての社会全体の理解

を深めることが重要となっています。 

本市では、各種健（検）診、健康教育・相談、母子保健サービス、青少年に対する健康を

脅かす問題についての教育・啓発などを通じた健康増進を促すとともに、市民一人ひとりの

年代や状況に応じた主体的な健康づくりにより、総合的な健康支援に取り組んでいます。 

近年、食育への関心の高まりをはじめ、健康に対する不安や経済・生活問題が原因と考

えられる中高年男性を中心とした自殺の増加など、新たな健康課題も生じてきています。

そのため、だれもが生涯を通じて健康で自立した生活を送れるよう、今後も引き続き、互

いの性や身体的特性についての認識を深め、性差や年代に応じた心身の健康づくりを支援

するとともに、相談支援体制のさらなる連携を図る必要があります。 

 

 

（１）女性のライフステージに応じた健康づくり 

妊娠・出産期にある女性の母性保護と母子保健の充実を図るとともに、性と生殖に関す

る正しい知識と互いの性への理解を深めるための情報収集・提供に努めます。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

１ 母子保健事業等の推進 

妊娠届出・母子健康手帳交付 健康課 

各種健（検）診、保健指導等の充実 健康課 

母性の健康管理の情報提供 健康課 

✦リプロダクティブ・ヘルス／ライツ

に関する情報提供 
健康課 

母子保健に対する男性への啓発・支援 健康課 

                                         
※9 性と生殖に関する健康と権利（リプロダクティブ・ヘルス／ライツ） 

 自らの身体について自己決定を行い健康を享受する権利のことです。男女ともに持つ権利ですが、とりわけ女

性の重要な権利とされています。子どもを産むか産まないか、産むとすればその時期や出産間隔を女性が自己決

定する権利を中心課題とし、広く女性の生涯にわたる健康の確立を目指すものです。 
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（２）性差や年代に応じた健康づくり 

生涯にわたってだれもがいきいきと充実した生活が送れるよう、健康に関する学習や性

教育の機会提供及び周知・啓発を行うとともに、個人の年代や状況等に応じた健康増進事

業を実施することで、心身の健康づくりを支えます。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

１ 健康づくりの推進 

各種健（検）診等の実施 
保険年金課 

健康課 

健康相談等の実施 健康課 

健康手帳の交付 健康課 

医療機関等との連携 健康課 

スポーツ・レクリエーションを通じた

健康づくり 
生涯学習課 

✦食育の推進 健康課 

✦自殺予防に向けた取組の推進 障害福祉課 

２ 
健康と性に関する学習・啓発の

充実 

成人を対象とした健康教育の実施 健康課 

エイズ対策普及・啓発 健康課 

思春期保健対策・健康教育 健康課 

性的な発達への適応などの健康安全教

育 
指導室 

 

 

（３）自立した生活への支援 

だれもが地域で自立し、安心して暮らせるよう、各種相談支援の充実を図るとともに、

相談機関の周知や連携を進め、相談支援体制の強化に努めます。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

① 各種相談支援の実施 

庁内の相談体制の充実と相談機関の連

携 
広報秘書課 

「女性総合相談」の充実 企画政策課 

✦「母子（ひとり親）・女性相談」の充

実 
子育て支援課 
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 基本目標Ⅲ 

人権を侵害する暴力を許さない 

           社会づくりで安心を守る 
小金井市配偶者暴力対策基本計画（１～３） 

 

● 配偶者や交際相手への暴力やストーカー※10、セクシュアル・ハラスメント※11、虐待な

どは、犯罪となる行為を含む重大な人権侵害であり、男女共同参画社会を形成していく

うえでの克服すべき課題です。特に女性に対する暴力の背景には、性別による固定的な

役割分担意識等や経済力の格差、暴力を容認する社会風潮などが複雑に絡みあっており、

ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）は構造的な社会問題であるといえます。 

● 平成 19 年に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（ＤＶ防止法）」

が改正され、市町村における取組の強化が求められたことをはじめ、法制度上の整備は

進められているものの、暴力を未然に防止するためには、男女間のあらゆる暴力を許さ

ない環境と意識づくりを進め、社会全体で暴力のない社会の実現に取り組んでいく必要

があります。 

● 市民意識調査によると、配偶者等からの暴力について、「何を言っても無視する」「交友

関係を細かく監視する」などの精神的暴力を受けた経験のある女性が 16.3％となって

います。また、女性の被害者のうち、暴力について相談をしたのは約３割に止まってお

り、「相談するほどのことではないと思った」など、ＤＶを「個人的な問題」としてと

らえる傾向があることがうかがえます。 

● だれもが家庭や学校、地域、職場などの身近な生活空間で安心して暮らしていけるよう、

男女共同参画の実現を阻むあらゆる暴力について、被害者に対する個別の支援はもちろ

ん、安心して相談できる体制づくりや関係機関との連携強化を図ります。また、そうし

た暴力は重大な人権侵害であるという認識を高め、社会全体で取り組むべき課題として、

人々の意識の深いところにある偏見や先入観を変革させていく、という地道な働きかけ

に努めます。 

                                         
※10 ストーカー 

 同じ人に対して「つきまとい等」を反復して行うことをいい、特定の相手に対して恋愛や好意の感情、または

それが満たされなかったことに対する怨念の感情を充足する目的による、つきまといや面会・交際の要求、名誉

毀損などの行為を指します。 

※11 セクシュアル・ハラスメント 

 「性的いやがらせ」の意味で、相手の心を傷つけたり、不快感を感じさせたり、さらには相手に不利益を与えたりす

るような性的な言動を指します。職場に限らず、学校や地域社会も含めあらゆる場面で問題となる可能性があります。 
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１ 暴力の未然防止の意識づくり 

 

配偶者等からの暴力は、個人の問題に止まらず、社会全体に深刻な影響を与える人権問

題です。しかし実際には、そうした暴力は個人や家庭内などの限られた間柄における問題

であると考えられ、周囲が気がつかないうちに、被害が潜在化・深刻化しやすい傾向にあ

ります。 

本市では、配偶者等からの暴力に対して、学校や地域において、さまざまな媒体や機会

を通じた啓発活動に取り組むとともに、命の大切さや他人を思いやる心を養う教育を行っ

てきました。とりわけ、若者の間では、結婚前の交際相手との間に起こるデートＤＶが身

近な問題になってきており、若年者層への理解促進に対する必要性が高まっています。 

男女共同参画社会の実現に向け、市民一人ひとりが正しい理解を深め、配偶者等からの

あらゆる暴力を未然に防止し、根絶する社会的気運を醸成するとともに、若い世代におけ

る認識をさらに深めることで、将来的な発生の防止を図ることが重要です。 

 

〔ＤＶ被害状況〕〔ＤＶ被害状況〕〔ＤＶ被害状況〕〔ＤＶ被害状況〕    

あ
る

 な
い

 無
回
答

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女平等に関する市民意識調査（平成 24年） 
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（１）ＤＶの防止に向けた情報提供や啓発、早期発見 

さまざまな媒体や機会を活用した広報・啓発活動を進め、医療機関や子どもを通じた関

係施設、地域を見守る民生委員・児童委員など、社会全体でＤＶを根絶する機運を高める

とともに、暴力の未然防止・早期発見に向けた体制の強化に努めます。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

① 広報及び啓発活動の推進 

市報・ホームページ等による市民への

情報提供 
企画政策課 

各種啓発用資料の作成・配布 企画政策課 

関係機関による研修会・講演会等への

参加 
企画政策課 

医療機関・関係機関への情報提供の充

実 

企画政策課 

健康課 

２ 早期発見のための連携体制強化 

関係機関に対する通報義務の周知 関係各課 

✦健診事業や児童虐待防止対策を通じ

た早期発見 

健康課 

子育て支援課 

市・専門機関等の相談窓口の周知・情

報提供 
企画政策課 

 

 

（２）若い世代への啓発・教育の推進 

若年者層に対して、命の大切さや他人を思いやる心を養う教育を通じて、人権尊重と暴

力を許さない意識の醸成を図るとともに、デートＤＶの予防啓発に努めます。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

１ 若年層に対する予防啓発 

小中学校での人権教育の推進 指導室 

デートＤＶ防止対策の充実 企画政策課 
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     ２ 被害者支援の推進 

 

配偶者等からの暴力被害には、身体や生命を脅かされる危険性が伴う場合があり、身の

危険を感じて保護を求めた被害者に対して、適切な安全確保を図ることが極めて重要とな

ります。また、被害者が自立し、安心して暮らしていくためには、生活基盤を整える支援

を提供するとともに、被害者に子どもがいる場合は、配偶者暴力を目撃するなど、心身と

もに傷ついた子どもへのケアにも配慮する必要があります。 

本市では、配偶者等からの暴力被害に対する支援を行ってきましたが、引き続き、被害

者の安全確保や自立に向けた支援を適切に行うためには、被害者の状況により、生活・就

労・経済面での支援、子どもを含むひとり親家庭に対する支援など、庁内のさまざまな部

署が情報を共有し、関わりあいながら、支援することが求められています。 

今後も、被害者の保護及び自立支援を円滑かつ適切に行えるよう、体制の整備を図るこ

とが重要です。 

 

 

（１）安全確保と自立支援の実施 

緊急の場合には、被害者やその同伴家族の身の安全が確保され、必要な支援を受けるこ

とができる体制の充実に努めるとともに、被害者が生活を再建する際には、加害者の追及

から逃れ、通常の社会生活が確保できるよう、被害者の立場に立った自立支援を行い、必

要な情報の提供や支援に取り組みます。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

１ 緊急一時的な保護・支援の実施 

関係機関との連携による安全確保 関係各課 

被害者等に関する個人情報保護の推進 
企画政策課 

市民課 

加害者からの追及に対する被害者への

支援 
企画政策課 

民間シェルター※12への財政的支援 企画政策課 

２ 自立支援体制の確立 

生活の再建に向けた支援と情報提供 関係各課 

子どもに対する保育・就学等の支援の

実施 

保育課 

学務課 

指導室 

                                         
※12 民間シェルター 

 民間団体によって運営されている暴力を受けた被害者のための緊急一時的に避難できる施設です。現在民間シ

ェルターでは、被害者の一時保護だけに止まらず、相談への対応、被害者の自立に向けたサポートなど、被害者

に対するさまざまな援助を行っています。 
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     ３ 相談・連携体制の整備・充実 

 

平成 19 年のＤＶ防止法の改正に伴い、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のた

めの基本計画を策定することや、市町村の適切な施設において配偶者暴力相談支援センタ

ー機能を果たすようにすることが市町村の努力義務とされるなど、配偶者等からの暴力に

対する市町村単位での取組の強化が求められています。 

本市では、女性総合相談等の場を活用し、女性が抱えるさまざまな問題・悩みについて

の相談に応じてきました。また、必要に応じて、東京ウィメンズプラザや東京都女性相談

センター、警察、民間組織や他市町村との連携を図りながら、きめ細やかな相談・支援の

実施に努めています。 

今後も、一層複雑・多様化する社会状況のもとで、被害者・加害者の置かれている状況

や背景を理解しながら適切な対応ができるよう、配偶者暴力相談支援センターに求められ

る機能についての研究を進めつつ、相談機能の強化や連携体制の充実を図ることが重要で

す。 

 

〔配偶者等〔配偶者等〔配偶者等〔配偶者等からからからからの暴力防止・被害者支援のために必要だと思う対策〕の暴力防止・被害者支援のために必要だと思う対策〕の暴力防止・被害者支援のために必要だと思う対策〕の暴力防止・被害者支援のために必要だと思う対策〕    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：男女平等に関する市民意識調査（平成 24年） 

 

法律による規制の強化や見直しを行う

被害者のための相談を充実させる

被害者の安全確保対策を充実させる

暴力防止の啓発を積極的に行う

家庭や学校における男女平等や
性についての教育を充実させる

被害者の自立に向けての支援を充実する

その他
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（１）相談体制の整備・強化 

配偶者等からのさまざまな暴力に関して適切な相談支援が図られるよう、相談機能の強

化に努めます。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

１ 相談機能の強化 

女性総合相談の活用 企画政策課 

✦男性に対する相談支援窓口に関する

情報提供 
企画政策課 

相談対応能力の向上 企画政策課 

関係機関との連携・情報共有の強化 企画政策課 

 

 

（２）連携体制の充実 

配偶者等からの暴力防止と被害者支援の施策を推進していくため、国、都、他市町村と

の広域的連携のほか、警察や関係機関とのネットワーク化に努め、民間組織等との連携体

制の充実を図ります。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

１ 庁内関係部署との連携 

住所・居所に係る証明書の交付等にお

ける支援 
関係各課 

庁内関係部署との情報共有・連携の強

化 
企画政策課 

② 地域連携の推進 

国、都、近隣自治体等との広域的連携

の推進 
企画政策課 

警察等、他の機関・団体との連携と支

援体制の確立 
企画政策課 

✦民間支援組織等の情報収集・提供 企画政策課 

✦配偶者暴力相談支援センターに関す

る機能の研究 
企画政策課 
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     ４ ストーカーやセクシュアル・ハラスメント、虐待等への適切な対応と対策 

 

ストーカーやセクシュアル・ハラスメント、虐待等は、配偶者等からの暴力と並び、男

女共同参画社会の実現の大きな障害の一つとなっています。これらの行為は、家庭や学校、

地域、職場などさまざまな生活の場で発生する可能性があり、だれもが被害者となる恐れ

があるものです。 

国により「ストーカー行為等の規制等に関する法律」の制定や「男女雇用機会均等法」

におけるセクシュアル・ハラスメント防止措置の義務化などの取組が進められているもの

の、本市においても、さらなる支援や対応が求められている状況です。また、虐待につい

ては、「児童虐待の防止等に関する法律」や「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する

支援等に関する法律」に加え、平成 23 年に「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対す

る支援等に関する法律」を制定するなど、法制度の整備が進められていることを受け、庁

内のさまざまな部署や関係機関が連携し、適切な対応・支援を行っています。 

家庭や学校、地域、職場などさまざまな生活の場における市民一人ひとりの安心と安全

が守られるよう、ストーカーやセクシュアル・ハラスメント、虐待等の行為が個人の尊厳

を傷つけ、また、男女共同参画の実現を阻害する重大な人権侵害であるという認識を高め

るとともに、適切な対応・支援体制づくりが重要となります。 

 

 

（１）ストーカーやセクシュアル・ハラスメント、虐待等への対策の推進 

ストーカーやセクシュアル・ハラスメント、虐待等に対する適切な対応・支援に努めま

す。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

１ 

ストーカーやセクシュアル・ハ

ラスメント、虐待等の防止対

策・支援等の充実 

✦ストーカーなどからの個人情報保護

の推進 

企画政策課 

市民課 

✦セクシュアル・ハラスメントの防止

の推進 
企画政策課 

子ども・高齢者・障がい者等に対する

虐待防止対策の推進 
関係各課 
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 基本目標Ⅳ 

男女共同参画を総合的に推進する仕組みをつくる 
 

 

● あらゆる分野での男女共同参画の実現には、行政による取組のみならず、市民や事業所、

関係団体等のあり方が大きな影響をおよぼします。 

● 近年、社会のさまざまな分野への女性の参画が進み、政治や企業、官公庁等の政策・方

針の立案・決定過程で、女性が活躍する姿がみられるようになってきています。しかし、

女性の参画の状況は、国際的な水準からは依然として低く、男女共同参画推進の模範と

なるべき行政機関での女性参画を加速化し、民間への拡大を図る動きが求められていま

す。 

● 市民意識調査によると、市の審議会や附属機関等における委員の男女比について「適任

であれば男女を問わなくてもよい」と思う人の割合が最も高くなっているものの、実際

には、審議会等の委員の属性には偏りがみられる場合もあり、引き続き、幅広い分野で

の男女双方の参画を促す必要性が高いといえます。また、平成 24 年に実施した市職員

意識調査では、「魅力を感じない」「自分の能力に不安」などの理由により、昇進を希望

しない女性職員が半数を占めており、指導的立場への登用に向けた庁内の人材育成が求

められるほか、さまざまな価値観・意見を取り入れた市政運営を図るため、男女平等の

視点に立った人材の適正配置に努める必要があります。 

● 男女平等の視点を生活のさまざまな場面に浸透させ、男女共同参画を総合的に推進して

いくため、社会におけるあらゆる意思決定の場にだれもが参画し、性別にとらわれない

多様な考え方や発想を反映するとともに、市民や事業所、関係団体、行政職員の一人ひ

とりが男女共同参画の必要性を認識し、男女共同参画の普及・推進に結びつく仕組みづ

くりを進め、一体的な男女共同参画社会の実現を目指します。 
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     １ 政策・方針決定過程への男女の参画 

 

日常生活に深い関わりを持つ市政や、地域と行政が一体となって課題解決を図るべき防

災・防犯などの分野で、政策・方針等の立案・決定過程に、多様な考え方が取り入れられ

ることは、男女共同参画社会を実現する基盤となります。そのためには、女性自身が意欲

や関心を高め、エンパワーメントの拡大を図ることが重要です。 

本市では、平成 24 年４月１日現在の審議会等に参画する女性委員の比率が 32.1％（附

属機関の女性委員の比率は 31.9％、行政委員会等の女性委員の比率は 17.6％）となって

います。しかし、市の最上位計画である第４次基本構想・前期基本計画「小金井しあわせ

プラン」において、その比率で 50.0％という高い目標を掲げていることから、達成に向け

たさらなる取組が必要となっています。 

国においても、活力ある社会づくりに向け、平成 15 年に「女性のチャレンジ支援策」

の推進を決定したり、平成 20 年に「女性の参画加速プログラム」を示したりするなど、

あらゆる分野への女性の参画拡大と、指導的地位に占める女性の割合の増加を目指してい

ます。そのため、女性が社会的・政治的・経済的に力を発揮し、行動できるよう支援を行

うとともに、さまざまな分野における意思決定の場への女性の積極的な参画を促すことで、

多様な発想や価値観が反映された男女共同のまちづくりを展開することが求められていま

す。 

 

 

（１）政策・方針決定過程への参画の拡大 

日常生活に深い関わりを持つ市政や、地域と行政が一体となって課題解決を図るべき防

災・防犯などの分野において、多様なニーズや考え方が取り入れられるよう、男女双方の

積極的な参画を支援します。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

① 男女の市政参画の促進 審議会委員等へ女性の登用の促進 企画政策課 

２ 
地域における女性のエンパワー

メントの拡大 

自治会・町会・市民活動団体・スポー

ツ団体等の長への参画の促進に向けた

情報提供 

関係各課 

✦防災・防犯分野における男女共同参

画の推進 
地域安全課 
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     ２ 市民参加・協働による男女共同参画の推進 

 

男女共同参画社会の実現のためには、行政はもちろん、市民、事業所、関係団体等の地

域社会全体の理解と協力が必要であり、それらが課題を共有し、互いの役割と責任を果た

しながら、それぞれが主体的な取組を展開することが重要です。 

本市では、平成 16 年に「小金井市市民参加条例」を施行し、市民の市政への参加と、

行政と市民との協働※13を重視したまちづくりに向けた取組を進めています。また、本市の

男女平等の歴史は市民の草の根的活動から始められており、平成 15 年に施行された「小

金井市男女平等基本条例」においても、市民や事業者、団体等との連携・協力のもと、男

女共同参画を推進することがうたわれています。しかし、男女共同参画に関する市の取組

が、市民になかなか周知・普及されないといった課題も確認されている状況です。 

市民一人ひとりがそれぞれの立場で男女共同参画の意義や必要性を認識し、主体的な取

組を展開しながら、それらの活動を通し、さらなる連携と協力のもと、男女共同参画を一

体的に推進することが必要となります。 

 

 

（１）市民参加の推進 

市民、市民活動団体等とパートナーシップを築き、それぞれの活動を通じて男女共同参

画の実現を目指します。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

１ 市民や地域団体との協働 

男女共同参画関係団体への支援・連携 企画政策課 

✦市民や市民活動団体等との連携 
企画政策課 

コミュニティ文化課 

② 参画を促す環境づくり 

多様な市民参加の推進 企画政策課 

（仮称）男女平等推進センター整備の

検討 
企画政策課 

女性談話室の活用 企画政策課 

 

                                         
※13 協働 

 同じ目的のために協力して働く、行動するということです。特に、市民、事業所、行政が相互の理解と信頼の

もと、目的を共有し、連携・協力して地域の公共的な問題の解決を目指すことをいいます。 
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     ３ 庁内の推進体制の充実・強化 

 

男女共同参画推進にかかる施策は多岐にわたります。そのため、行政の果たす役割は大

きく、庁内における連携体制の確立はもちろん、施策の担い手である市職員一人ひとりが

男女共同参画を実践し、男女共同参画の視点を持って取組を進める必要があります。 

本市の男女共同参画の推進状況については、平成 24 年４月１日現在の市議会議員定数

に占める女性議員の割合が 37.5％と高いほか、市職員のうち管理職者に占める女性の割合

が 15.2％と近隣自治体のなかでは比較的高いものの、職場環境を改善し、庁内のさまざま

な部門での男女平等の視点にたった職員配置をより一層進め、多角的な視野からの行政運

営に努める必要があります。また、計画の推進体制については、「男女共同参画施策推進行

政連絡会議」を設置し、計画の進行管理を行っているものの、関係部署との連携や共通認

識・理解を図るなど、全庁的なさらなる体制の整備が望まれます。 

市が男女共同参画の必要性を認識し、施策推進の中心となる職員一人ひとりが率先して

市民や事業所、関係団体等の模範となれるよう、庁内の男女共同参画の推進体制を整備す

るとともに、関係各課の緊密な連携のもと、男女平等都市宣言及び男女平等基本条例を踏

まえ、総合的かつ計画的に本計画を推進するための体制を充実していくことが重要です。 

 

〔〔〔〔小金井小金井小金井小金井市の男女市の男女市の男女市の男女共同参画の推進状況〕共同参画の推進状況〕共同参画の推進状況〕共同参画の推進状況〕    

【市議会議員に占める女性議員の割合】 

議員定数 女性議員数 女性の占める割合
市議会議員 24人 9人 37.5%  

 

【審議会等に占める女性委員の割合】 

委員総数 女性委員数 女性の占める割合
行政委員会 34人 6人 17.6%
附属機関 505人 161人 31.9%
市長の私的諮問機関 125人 46人 36.8%
計 664人 213人 32.1%  

 

【庁内管理職者に占める女性職員の割合】 

管理職者総数 女性管理職者数 女性の占める割合
庁内管理職者 79人 12人 15.2%  

資料：小金井市実績（いずれも平成 24年４月１日現在） 
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（１）庁内の男女平等の推進 

性別にとらわれない多様な視点からの施策推進に向け、職員一人ひとりが市民の先頭に

立ち男女共同参画を実践するための庁内の環境づくりを進めます。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

１ 
市職員や教職員の男女平等に向

けた環境整備 

✦働きやすい職場環境の整備 職員課 

男女平等の視点に立った配置内容への

配慮 
職員課 

✦ハラスメント※14の防止と指針の周

知徹底 

職員課 

指導室 

✦指導的立場への登用に向けた女性の

人材育成 

職員課 

指導室 

職員研修の充実 職員課 

職員の通称名（旧姓）使用 職員課 

 

 

（２）計画の推進体制の強化 

本計画を総合的かつ計画的に推進し、実効性のあるものとするため、事業を検証、評価

する仕組みをつくり、企画政策課男女共同参画室が軸となって、庁内の推進体制を整備し

ます。また、国や都、他自治体との連携や情報共有に努め、地域と行政が一体となって男

女共同参画を推進するための仕組みづくりを進めます。 

№ 具体的施策 主要事業 担当課 

① 計画推進体制の整備 

男女共同参画施策推進行政連絡会議を

通じた庁内連携の強化 
企画政策課 

男女平等推進審議会の運営 企画政策課 

定期的な調査を通じた計画の進捗管理

及び評価の仕組みづくり 
企画政策課 

国・都・他自治体との連携及び情報共

有 
企画政策課 

 

 

 

                                         
※14 ハラスメント 

 優越的な立場にある者が、逆らえない立場、弱い立場にある者に対して、不適切かつ不当な言動により相手を

傷つけ、不快感・不利益な損害を与えることをいい、「セクシュアル・ハラスメント」「パワー・ハラスメント」

などがあります。 
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資料３                      平成２５年３月７日 

企画財政部企画政策課 

 

 

平成２５年４月１日付け組織改正について（お知らせ） 

 

 平素より、男女共同参画の推進にご協力いただきましてお礼申し上げます。 

男女共同参画室の平成２５年４月における市民部への移管に係る、組織条例

の一部改正議案（議案第１２号 小金井市組織条例の一部を改正する条例）に

ついては、平成２５年第１回小金井市議会定例会に提出したところですが、男

女共同参画にご尽力いただいた方々よりのご意見も頂き、議会における審議の

結果、会期中の議決に至らず、審議未了により廃案となりました。 

従って、今回の市民部への男女共同参画室の移管にかかる組織条例の一部改

正は、見送られます。 

なお、第４次男女共同参画行動計画に掲載を予定している事業の担当課のう

ち、平成２５年４月に下記のとおり課の名称を変更するものがございます。事

業は滞りなく引き継がれますことから、行動計画についても適切に対応いたし

ます。 

（変更前）障害福祉課  （変更後）（仮称）自立生活支援課 

  ※（仮称）は、内部手続き・変更を行った上で削除し、正式名称とします。 

 

今後につきましても、これまで同様のご理解とご協力をお願いします。 

 

 

 








